
監 査 報 告 
 
 独立行政法人通則法（以下「通則法」という。）第１９条第４項及び同法第３８条第２項

の規定に基づき、独立行政法人大学入試センター（以下「法人」という。）の令和元事業年

度（平成３１年４月１日～令和２年３月３１日）の業務、事業報告書、財務諸表（貸借対照

表、損益計算書、利益の処分に関する書類（案）、行政コスト計算書、純資産変動計算書、

キャッシュ・フロー計算書及びこれらの附属明細書）及び決算報告書について監査を実施し、

その方法及び結果を取りまとめたので、以下のとおり報告する。 
 
Ⅰ 監査の方法及びその内容 
  各監事は、監査計画に基づき、理事長、理事、内部監査・評価部門、その他職員（以下

「役職員等」という。）と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると

ともに、役員会議その他重要な会議に出席し、役職員等からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求め、業務、財産の状況及び主務大臣に提出する書類を

調査した。また、役員（監事を除く。以下「役員」という。）の職務の執行が通則法、個別

法又は他の法令に適合することを確保するための体制その他法人の業務の適正を確保す

るための体制（財務報告プロセス含む。以下「内部統制システム」という。）について、

役職員等からその整備及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を

求めた。 
  さらに、当該事業年度に係る財務諸表及び決算報告書（以下「財務諸表等」という。）

並びに事業報告書（会計に関する部分）について検証するに当たっては、会計監査人が独

立の立場を保持し、かつ、適切な監査を実施しているかを監視及び検討するとともに、会

計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めた。また、

会計監査人から会社計算規則第１３１条で定める「会計監査人の職務の遂行に関する事項」

と同様の事項の通知を受け、必要に応じて説明を求めた。 
  以上の方法に基づき、法人の当該事業年度に係る業務、事業報告書及び財務諸表等の監

査を行った。 
 
Ⅱ 監査の結果 
 １ 法人の業務が、法令等に従い適正に実施されているかどうか及び中期目標の着実な達

成に向け効果的かつ効率的に実施されているかどうかについての意見 
   法人の業務は、独立行政法人大学入試センター法第１３条により、（ア）大学に入学

を志願する者の高等学校の段階における基礎的な学習の達成の程度を判定することを

主たる目的として大学が共同して実施することとする試験に関し、問題の作成及び採点

その他一括して処理することが適当な業務を行うこと、（イ）大学の入学者の選抜方法

の改善に関する調査及び研究を行うこと、（ウ）大学に入学を志望する者の進路選択に

資するための大学に関する情報の提供を行うこと、（エ）その他前３項の業務に附帯す

る業務を行うこと、とされているが令和元年度におけるこれらの業務については、すべ

ての業務において法令等に従い適正に実施されている。 



従来の大学入試センター試験の実施に加え、令和３年１月から導入予定の大学入学共

通テストの実施に向けては、組織体制の整備、関係者への広報活動など、積極的に取り

組んでいる。また、入試改革に関連する調査研究体制の整備、充実にも努めている。さ

らには、中期計画及び年度計画の着実な達成に向け効果的かつ効率的に実施されており、

指摘すべき重大な事項は認められない。 
なお、令和３年１月に実施される大学入学共通テストにおいては、国語、数学におけ

る記述式問題の導入、英語四技能を測定する民間の資格検定試験を活用予定であったが、

国の決定を受け、これらの導入は見送られた。その変更と対応について、受験生及び各

関係機関等に十分周知徹底を図った。その際、記述式問題の採点業務に関連する契約が

解約されたが、解約に伴う経費等については現在協議中である。 
一方、今後、受験生の減少が想定されることから収入の減少が見込まれるが、大学入

試センターの安定運営には永続的な財源の確保は必須である。主務官庁、関係諸機関と

の十分な連携を図りながら今後も継続して対応策を検討していく必要がある。 
年度末に発生した新型コロナウイルス感染症の影響が、今後見通せない中、令和３年

１月からの大学入学共通テストついては様々な状況に対応していく必要がある。 
    
２ 内部統制システムの整備及び運用についての意見 
  独立行政法人通則法改正（平成２６年６月）に際し、内部統制システムに関する業務方

法書の記載内容は相当であると認める。又、内部統制システムに関する法人の長の職務の

執行について、指摘すべき重大な事項は認められない。 
 
３ 法人役員の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令等に違反する重大な事実があったと

きは、その事実 
  役員の職務の執行に関する不正の行為又は法令等に違反する重大な事実は認められな

い。 
 
４ 財務諸表等についての意見 
  会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認める。 
 
５ 業務実績報告書についての意見 
  令和元事業年度業務実績報告書は、法令に従い、法人の状況を正しく示しているものと

認める。 
 

令和２年７月１３日 
独立行政法人 大学入試センター 

 
                     監 事   永 代  達 三 
 
                     監 事   大 隈  暁 子 

（注）上記は、「監査報告」の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本 
は当独立行政法人が別途保管しております。 








